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i 貨物収入滋
五H去に支出対収入(収入滅の差引計 算を終了したもの)の百分

比を常業係数として算出する。

2 国民経済からみた経済調査災施の方法
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鉄道新総の建設あるいは既存設備の改>:'tf.t\"IiJiíì等の事業とその

)lli'g-が沿線地域の経済，ひいては国民経済におよぽす員長聖揮を経

済効果と いう。 Jぷく解釈すると国鉄自体の経営に与える民主線も

合まれるが，ここでは経済効来を新級建設の湯合に局限し， ま

た図鉄自体の経営に与えるものを除いてその内容と測定の方法

を解説する。

( 1) 内容

経済J'JJ*'のうち，鉄道の事業目的に対応する施設の巡営によ

って生ずる効糸を直接効果，直接対J来である巡送を利月1するこ

とによって生ずる経済活動から起る刻IJ*を IHI接効米とする。

ア直接効来

(7) 利用者の利益 これには巡臼料金の軽量主，荷役目の節約，

n寺|悶の節約，安全度，正確度の向上等がある。

(イ) 交通巡輸サービスの創設による利益

イ I間接効果

(7) 物資1説il[ WJ栄(イ)原材料流動状況の変化(功物!日Ii，

労f，R ， 地価におよぼす彫響同市場の変化(オ)地方財政に

与える員長響 t力) 沿線住民の生計におよぼす彬響 (キ) 他巡輸

後l刻に与える彪響伊) その他

(2) 方法

経務効果測定の方法としては計数的な表示によることが望ま

しい。 ïì íJ記内容についてみると ， 計主t計J):可能なものと不能の

ものとがある。直接効採のうち， 巡u料金の軽減，荷役í/'lの節

約および附接効果のうち，物資搾íil[効果L，他迎輪後関に与える

~響は計宣言十J):可能で，その方法はっき'のとおりである。

ア 利用者の利益新旧運賃料金等の差額。 イ 交通迎輸サ

ービスの創設による利益 国鉄是正輸収入の治加古賀。ウ 物資刈

il[J'JJ栄誘発物資の生産者価格。エ 他巡輸機関に与える~針、

別減紛送量に対する巡輸収入のi羽滅古向。

言十品;昔十n不能のJ'JJ*'については，たとえば安全度の向上につ

いての効果をみるには，開通前の{也巡輸i畿闘の事故件数と類似

線の司王飲料ー数との比較， また地価におよぽす影響を誹1べるには，

新総内経済活動の中心地における土地1illi絡を過去の央総にもと

づいて測定するように，事例調査によって測定するほかはない。

(三ア松進)

けんせっせんのえいぎ ょう けいす う 建設線の営業係数

正~設線経済調査の結糸得た想定輸送fil:にもとづいてお:出された，

支出 と収入とを対比したもので， その路線の建設が国鉄全体か

ら見て企業として成り立つかどうかを示す l つの指僚であり ，

支出に対する収入の百分率で示される。以下簡単に収支想定の

方法を記述する。

1 旅客収入

(1) 定期外旅客収入
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(1) 小口扱貨物収入

輸送ト γキロ X全局小口敏 1 ト γキロ当り純収入

(2) 事故貨物収入 貨物巡送規則所定による。

(3) 通過貨物収入

ア小口扱貨物前項川に準ずる。

イ Iド倣貨物

輸送 ト ソキ ロ×全局ユIIJ&貨物 1 トンキ ロ 当り純収入

(4) 貨物雑収

知似線貨物雑収
新総貨物収入×

l'JI似級貨物純収入

3 支出

(1) 線内営業支出

ア人件í/'l

建設線経済調査において惣定した駿極別基lHHこ， 類似線 1 人

平均人件史実絞を梁じて算出する。

イ物件孜

日本国有鉄道経済計算税般によって計算した， iijiW-総の単位

当り作業ii出i1由lの災般にもとづきn出する。

ウ管型í/'l

日本固有鉄道経済計算規程によって計算された瀕似線の人{斗

星空 ・ 物件費と閉じく問規程によって計算された管理ïJ'(との比率

から算定する。

(2) 級外営業支出

7 旅客

(刀定期外旅客定JI:II外旅客線外輸送人キロ( * 輸送:@:) x全

局 1 人キロ当り輸送際1聞のうち比例部分

げ)定期旅客 (7)に準ずる。

イ貨 物旅客に準ずる。

4 営業支出以外の支出

( 1) 利子

新級建設に対する建設費の幸11子は大政省資金巡用部資金法等

による所定の利率を察じて算出する。

(2) 減価償却í/'l

日本国有鉄道固定財産行理規程にもとづいて計算する。

5 その他の収支

短絡線を建設した場合に， その総を巡ìf!!Iす る転嫁輸送金( . 

輸送金)については短絡となったために滋少すべき総送人ト Y

キロがある。したがってこれに見合うべき収入滅および支出減

を算出する。(三ツ 松進)

けんせっせんろせんてい ぐ しんでつづき 建設線路選定具

申手続 図鉄線路の建設が思i会の議決を経て， 予算が計上され

るといよいよ工事に着手するのであるが，着工以前の諸般の準

備と手t誌を定めたものである。

まず敷設する線路選定方針の打合せを L建設線路選定方針打

合事項1 の定めにしたがって打合わせ， 地形iJllI盆を行い， 選定
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